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公益財団法人蔵王町育英会奨学金貸与規程 

 

（奨学金貸与の施行） 

第１条 公益財団法人蔵王町育英会（以下「当育英会」という。）定款第４条第１

項第１号に定める「奨学資金の貸与」の施行については、この規程の定めるとこ

ろによる。 

（奨学生選考委員会の設置） 

第２条 奨学生の選考は、奨学生選考委員会（以下「選考委員会」という。）にお

いて行う。 

（奨学金貸与の対象） 

第３条 奨学金の貸与を受けることができる者は、蔵王町に引き続き１０年以上居

住しており、かつ、将来永住する見込みのある者の子弟等で、次の各号に該当す

る者でなければならない。 

 (1) 向学心のある者 

 (2) 学費の支弁が困難なる者 

 (3) 高等学校以上の学校に在学する者 

２ 当育英会から学費の貸与受ける者を奨学生と称し貸与資金を奨学金と称する。 

（奨学生の種類） 

第４条 奨学生の種類を次のとおりとする。 

 (1) 高等学校奨学生 

 (2) 短大・専門学校奨学生 

 (3) 大学奨学生 

 (4) 大学院奨学生 

（奨学金の貸与額） 

第５条 奨学金は、次の各号の区分により、毎年度予算の範囲内において貸与す

る。 

 (1) 高等学校に在学する者     月額３０,０００円 

 (2) 短大・専門学校に在学する者  月額５０,０００円 
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 (3) 大学に在学する者       月額５０,０００円 

 (4) 大学院に在学する者      月額５０,０００円 

（奨学金貸与期間） 

第６条 奨学金を貸与する期間は、奨学生の存在する学校の正規の修業期間とす

る。 

２ 大学院生に貸与する期間は、修士課程のうち２年間とする。 

（奨学金貸与の申請） 

第７条 奨学生志願者は、奨学生願書（様式第１号）次に定める書類を添え申請し

なければならない。 

 (1) 在学証明書 

 (2) 成績証明書    様式第２号 

 (3) 誓約書      様式第３号 

 (4) 家庭状況調査書  様式第４号 

 (5) 所得証明書（保護者・保証人） 

 (6) 印鑑証明書（保護者・保証人） 

 (7) 資産証明書（保証人） 

２ 奨学生願書には、親権者又は保護者が保証人と連署しなければならない。 

３ 前項の保証人は、蔵王町内に住所を有し、独立の生計を営む者であって、いつ

でも本人と連絡ができ、かつ、本人に代わって責任を取り得る者でなければなら

ない。ただし、住所に関しては代表理事が認めたときはこの限りではない。 

（奨学生の決定） 

第８条 奨学生は、選考委員会の選考を経た者について、理事会が決定する。 

２ 前項により奨学生を決定したときは、理事長は直ちに文書をもって本人に通知

するものとする。 

（奨学金の交付） 

第９条 奨学金は、毎年度４期（５月・８月・１１月・２月）に分けて、各月の１

日に本人宛口座振込により送金する。ただし、本項によることができないときは

この限りでない。 
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（奨学金貸与の取消） 

第１０条 奨学金貸与の辞退を申し出たとき、又は、奨学生が次の各号のいずれか

に該当したときは、理事長は奨学生の決定を取り消し、速やかに本人に通知する

ものとする。 

 (1) 奨学生志願につき、事実を偽っていることを発見したとき。 

 (2) 休学及び退学したとき。 

 (3) 停学処分を受けたとき。 

 (4) 奨学金を必要としない理由が生じたとき。 

 (5) 傷痍・疾病等のため学業の見込みがないとき。 

 (6) 学業成績又は素行が不良となったとき。 

 (7) 全家族が蔵王町外に転出したとき。ただし、奨学生が引き続き蔵王町内に

居住する場合はこの限りではない。 

 (8) その他、奨学生として適当でないと認めたとき。 

２ 前項により奨学金の貸与を停止された理由がなくなったと認められたときであ

っても、貸与の復活をすることができない。 

（借用書等の提出） 

第１１条 奨学生は、毎期の奨学金を受領の都度、所定の借用書（様式第５号）に

自筆似て借入金額を記入し、署名捺印の上、理事長あて提出しなければならな

い。 

２ 奨学生（死亡の場合は親権者・保護者）は、奨学金の最終の交付を受けたとき

は速やかに保証人と連署の上、奨学金借用書（様式第６号）を提出しなければな

らない。 

（奨学金の償還） 

第１２条 奨学金は、卒業の年の翌年４月１日から１０年以内に奨学金として貸与

を受けた金額を月賦、半年賦又は年賦の方法で償還しなければならない。 

２ 奨学生が第１０条の規定により奨学金の貸与を取り消されたときは、取り消さ

れた月から半年以内に貸与を受けた全額を償還しなければならない。 

（償還の減免） 
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第１２条の２ 前条の規定により奨学金を償還する者のうち、令和６年度から令和

１５年度までの間に決定を受けた奨学生対しては、貸与を受けた全額に１０分の

２を乗じて得た額を当該償還する額から減免する。  

２ 前条の規定により奨学金を償還する者のうち、令和５年４月以降も償還する奨

学生対しては、貸与を受けた全額に１０分の１を乗じて得た額を当該償還する額

から減免する。ただし、前条第１項が定める期間を経過している者を除く。  

３ 前項の規定により減免を受けた奨学生のうち、すでに償還を終えている者につ

いては前項の規定により求めた額の全額を還付する。  

４ 第２項の規定により減免を受けた奨学生のうち、令和６年４月以降に償還する

額が前項の規定により求めた額より少ない者については、その差額を還付する。  

（減免の手続き） 

第１２条の３ 前条第１項の規定により減免を受ける奨学生が奨学金の最終の交付

をうけたときは、減免後の金額を記載した借用書を、第１１条第２項の規定によ

り提出しなければならない。 

２ 前条第２項の規定により減免を受ける奨学生は、減免後の額を記載した借用書

を第１１条第２項の規定により提出しなければならない。 

（償還の猶予） 

第１３条 奨学生又は奨学生であった者（以下「奨学金の貸与中の者」という。）

が、次の各号のいずれかに該当し、奨学金の償還が困難であると認めたときは、

その申請により奨学金の償還を猶予することができる。 

 (1) 更に上級学校に進学したとき。 

 (2) 学校にとどまり、無給にて研究等に従事するとき。 

 (3) 災害又は傷痍、疾病によって償還が困難となったとき。 

 (4) その他やむを得ない理由によって、償還が著しく困難となったとき。 

（報告義務） 

第１４条 奨学生は毎年３月、在学証明書を理事長に提出しなければならない。 

（異動等の届け出） 

第１５条 奨学生は、次の各号のいずれかの事由が生じたときは、保証人と連署の
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上、速やかに届け出なければならない。 

 (1) 休学、復学、転学又は退学したとき。 

 (2) 本人若しくは保証人の身分又は住所、その他理事長が必要と認める事項に

異動があったとき。 

（償還金未償還額の減免） 

第１６条 奨学金貸与中の者が、次の各号のいずれかに該当し、奨学金の未償還の

全部又は一部について償還不能と認められるとき、理事長は、理事会に諮って適

否を決定し、その全部又は一部の償還を減免するとともに、本人又は保証人宛書

面により通知するものとする。 

 (1) 死亡したとき。 

 (2) 重度障害の状況により、精神又は身体の機能に高度の障害をきたし、働く

能力を喪失し、又は著しく制限を受けたとき。 

２ 前項の規定により、償還すべき償還金の全部又は一部の減免を受けようとする

奨学金の貸与中の本人又は保証人は、前項第１号にあっては戸籍抄本を、前項第

２号にあっては医師の診断書を添えて、理事長に願い出なければならない。 

（使用印鑑） 

第１７条 本人・保護者・保証人の押印は、提出された印鑑証明書のものと同一の

印鑑とする。 

（奨学生の辞退） 

第１８条 奨学生は、日本育英会又は法令等により行う育英資金（奨学資金）の貸

与を受けるに至ったときは、この規程に定める奨学金を辞退しなければならな

い。 

（委任） 

第１９条 この規程の施行に関し、必要な事項は理事会の議決を経て理事長が別に

定める。 

 

   附 則 

この規程は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び
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公益財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第

１０６条第１項が定める公益財団法人としての設立登記の日から施行する。 

 

附 則 

 この規程は、令和６年５月２４日から施行し、令和６年４月１日から適用する。 

 


